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７．物価変動について

○ 材料費（特に銅系）が高くなりすぎて困っている。 （その他電気機器卸売業）

○ 原料価格の上昇傾向、更に中東情勢が製品の製造に係る光熱費・輸送費に大きく
影響するのではないかと懸念している。 （化粧品卸売業）

○ 自社で取り扱っている国産牛肉もそうだが、豚肉、鶏肉を含め畜産関係は軒並み
価格が上昇している。販売先のスーパー、飲食店は全てが値上がりしている状況
に八方塞がりな感が出てきている。 （食肉卸売業）

○ 物価の上昇が止まらず、材料の確保が難しい状況になっている。
 （がん具・娯楽用品小売業）

８．消費税等について

○ 食品の消費税が暫定的に０％になるとのことで、今後飲食店の売上にどのような
影響があるのか不安。飲食店のテイクアウト商品も同様に税率が０％になるのか。
また、レジやメニューの変更に膨大な手間がかかることも大きな課題。

 （一般飲食店）

９．人材の確保・育成について

○ 社員の高齢化が進んでいる。若い人材を得るのは大変。 （男子服小売業）

○ 若い人材の確保が難しい。なり手がいない。高齢化が進んでいる。仕事はあるが
こなしきれない状況。 （家具・インテリア小売業）

○ 最低賃金の引き上げは、売上に応じて人件費を管理する飲食店では労働時間の削
減や正社員への負担増につながり、生産性向上に結びつきにくい。

 （酒場・ビアホール）

○ 賃上げの時期だが５％や６％の賃上げは難しい。取引単価を上げることができた
としても、仕事量自体を増やさない限り経営は安定しない。人手不足は仕事量拡
大の足かせとなっている。 （発電・送電・配電用機器製造業）

○ 高齢社員が増えていく中で、引継ぎ等含め若い人材を求めているが、なかなか確
保出来ない状態が続いている。 （計量・測定・分析器製造業）

○ 技術者の高齢化による後継者人材の採用を進めているが、なかなか思うように採
用が進まない。どの業界も人材不足だと思うが、特に産業分野の技術者について
は不足感がある。 （理化学・光学機器製造業）

事業活動におけるコストの変動
１．コストの変化（前年同月比）

前年同月と比較した2026年（令和８年）２月の生産や販売、サービス提供に要する
コストの変化を全体でみると、「増加」が 48.9％（前回調査 47.5％）と最も高く、「変
化なし」が 43.3％（同45.1％）、「減少」が 4.9％（同4.4％）の順で続いた。

２．コスト増加の最大の要因
生産や販売、サービス提供に要するコスト増加の最大の要因を全体でみると、「原

材料価格」が 45.5％（前回調査 45.7％）と最も高く、「人件費」が 36.2％（同36.5％）、
「エネルギー価格」が 8.7％（同7.4％）、「為替の変動」が 6.9％（同6.8％）の順で続いた。

業種別にみると、他の業種に比べて製造業は「原材料価格」の 54.2％（同56.5％）、
卸売業は「為替の変動」の 19.4％（同14.3％）、小売業は「エネルギー価格」の 13.2％（同
8.7％）、サービス業は「人件費」の 46.6％（同54.2％）がそれぞれ高い。

図表３　コスト増加の最大の要因
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図表２　コストの変化（前年同月比）
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注） 無回答を除き集計。（　）内は前回調査（令和８年２月）の数値。 
四捨五入のため合計が100％にならない場合がある。

注） コストの変化（前年同月比）（図表２）で「増加」と回答した企業のうち無回答等を除き集計。 
（　）内は前回調査（令和８年２月）の数値。四捨五入のため合計が100％にならない場合がある。


